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1. 建築物エネルギー消費性能基準等小委員会の審議結果

・ 住宅トップランナー制度に係る基準
・ 戸建住宅・小規模建築物（非住宅）の簡易な省エネ性能評価方法
・ 共同住宅の省エネ性能評価方法の簡素化
・ 8地域の外皮基準の合理化
・ 気候風土適応住宅の省エネ基準の合理化
・ 地域区分の見直し
・ 他の建築物から供給される熱や電力に係る評価方法の合理化
・ 届出義務制度に係る指示・命令のガイドラインの策定



＜大手住宅事業者の供給する分譲戸建住宅・注文戸建住宅・賃貸アパートの省エネ性能向上を促す措置＞

○ 構造・設備に関する規格に基づき住宅を建築し分譲することを業として行う建築主（特定建築主）や、構造・設備に
関する規格に基づき住宅を建設する工事を業として請け負う者（特定建設工事業者）に対して、その供給する分譲戸
建住宅・注文戸建住宅・賃貸アパートの省エネ性能の向上の目標（トップランナー基準）を定め、断熱性能の確保、
効率性の高い建築設備の導入等により、一層の省エネ性能の向上を誘導。

○ 制度の対象となる大手住宅事業者※に対しては、目標年度において、目標の達成状況が不十分であるなど、省エネ性能
の向上を相当程度行う必要があると認めるときは、国土交通大臣は、当該事業者に対し、その目標を示して性能の向
上を図るべき旨の勧告、その勧告に従わなかったときは公表、命令（罰則）をすることができる。

住宅トップランナー制度の概要
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販売する住宅の
商品シリーズ
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※建売戸建住宅にあっては年間150戸以上、注文戸建住宅にあっては年間300戸以上、賃貸アパートにあっては年間1,000戸以上を供給する事業者
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トップランナー基準の設定

○ 現行制度において対象としている建売戸建住宅及び法改正により追加された注文戸建住宅・賃貸ア
パートのトップランナー基準について、住宅事業者が供給する住宅の省エネ性能の実態、一般的に普
及している設備の使用により達成可能な水準であること等を踏まえて設定する。

対象事業者 目標年度 外皮基準※1 一次エネルギー消費量基準※2

注文戸建住宅 年間1,300戸以上供給 2024年度

省エネ基準に適合

省エネ基準※3に比べて25%削減

ただし、当面の間は、
省エネ基準※3に比べて20%削減

賃貸アパート 年間1,000戸以上供給 2024年度 省エネ基準※3に比べて10%削減

建売戸建住宅 年間1,150戸以上供給 2020年度 省エネ基準※3に比べて15%削減

■現行基準

■新たな基準

※1 各年度に供給する全ての住宅に対して求める水準 ※2 各年度に供給する全ての住宅の平均に対して求める水準
※3 その他一次エネルギー消費量を除く

対象事業者 目標年度 外皮基準※1 一次エネルギー消費量基準※2

建売戸建住宅 年間150戸以上供給 2020年度 省エネ基準に適合 省エネ基準※3に比べて15%削減
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戸建住宅の簡易な省エネ性能評価方法

○ 戸建住宅について説明義務制度を創設したことに伴い、これらの生産を担っている中小工務店等を念
頭に、簡易に省エネ基準への適否が判断できる評価方法を整備。

■外皮性能UA値の計算シート（抜粋）

＜6地域、W造、床断熱（浴室基礎断熱）の例＞

部位 係数 熱貫流率U 結果

屋根・天井 0.192 × ＝ ⑴

外壁 0.482 × ＝ ⑵

床
浴室 - × - ＝ - ⑶

その他 0.119 × ＝ ⑷

窓 0.105 × ＝ ⑸

ドア 0.014 × ＝ ⑹

線熱貫流率ψ

土間床等の
外周部

玄関等 0.024 × ＝ ⑺

浴室 0.021 × ＝ ⑻

その他 - × - ＝ - ⑼

簡易版外皮平均熱貫流率[W/(㎡・K)] (1)～(9)の合計 ＝

基準値：0.87 [W/(㎡・K)]

■一次エネルギー消費量の計算シート（抜粋）

＜6地域、間歇運転（ルームエアコン）の例＞

簡易版外皮平均熱貫流率

UA値

暖房期の

簡易版日射熱取得率 ηAH値
ポイント数

□ 0.60<UA値≦0.87

□ 2.0≦ηAH<3.0 ･･･

□ 3.0≦ηAH<4.0 ○○

□ 4.0≦ηAH<5.0 ･･･

暖
房
設
備

給
湯
設
備

設備の仕様 節湯機器の有無 ポイント数

□ ガス潜熱回収型給湯機
□ 無 ･･･

□ 有 ■■

□ 石油潜熱回収型給湯機
□ 無 ･･･

□ 有 ･･･

□ 電気ヒートポンプ給湯機
□ 無 ･･･

□ 有 ･･･

設備の仕様 ポイント数

□ 設置なし △△

□ 全ての機器でLEDを使用 ･･･

□ 全ての機器で白熱灯以外を使用 ･･･

照
明
設
備

○○

暖房設備

△△

照明設備

■■

給湯設備

▲▲

合計

＋・・・＋ ＝＋ ≦100

建材のカタログから転記し、係数を乗じた値を合計 該当する設備を選択し、対応するポイント数を合計
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外皮 空調熱源

モデル建物法 【開口部】
・建具仕様名称
・窓面積 ・熱貫流率
・日射熱取得率

【断熱材】
・断熱仕様名称
・部位種別
・熱貫流率

【熱源】
・熱源機器名称 ・熱源機種（冷房・暖房） ・台数
・一台当たりの定格能力（冷房・暖房）
・一台当たりの定格消費電力（冷房・暖房）
・一台当たりの定格燃料消費量（冷房・暖房）

【二次ポンプ】
・二次ポンプ名称 ・台数
・１台当たりの設計流量
・変流量制御の有無

【外皮】
・外皮名称 ・方位 ・外皮面積
・断熱仕様名称 ・建具仕様名称
・建具等の個数 ・ブラインドの有無
・日除け効果係数（冷房・暖房）

【外気処理】
・送風機名称 ・台数 ・設計給気風量 ・設計排気風量
・全熱交換器の全熱交換効率（冷房・暖房）
・全熱交換器の自動換気切替機能の有無
・予熱外気取入れ停止の有無

【送風機】
・空調送風機名称 ・台数
・１台当たりの設計風量
・変風量制御の有無

小規模版
モデル建物法

【開口部】
・建具仕様名称
・窓面積 ・熱貫流率
・日射熱取得率

【断熱材】
・断熱仕様名称
・部位種別
・部位別の熱貫流率

【熱源】
・熱源機器名称 ・熱源機種（冷房・暖房） ・台数
・設備の特性値等の入力の有無（冷房・暖房）
・一台当たりの定格能力（冷房・暖房）
・一台当たりの定格消費電力（冷房・暖房）
・一台当たりの定格燃料消費量（冷房・暖房）

【二次ポンプ】
・二次ポンプ名称 ・台数
・１台当たりの設計流量
・変流量制御の有無

【外皮】
・外皮名称 ・方位 ・外皮面積
・断熱仕様名称 ・建具仕様名称
・建具等の個数 ・ブラインドの有無
・日除け効果係数（冷房・暖房）
・庇の有無

【外気処理】
・送風機名称 ・台数 ・設計給気風量 ・設計排気風量
・全熱交換器の有無
・全熱交換器の全熱交換効率（冷房・暖房）
・全熱交換器の自動換気切替機能の有無
・予熱外気取入れ停止の有無

【送風機】
・空調送風機名称 ・台数
・１台当たりの設計風量
・変風量制御の有無

小規模建築物（非住宅）の簡易な省エネ性能評価方法

○ 小規模建築物（非住宅）について説明義務制度を創設したことに伴い、これらの生産を担っている中
小工務店等を念頭に、簡易に省エネ基準への適否が判断できる評価手法を整備する。

○ 現行のモデル建物法をベースとして、小規模建築物（非住宅）では建物全体のエネルギー消費量に影
響が小さいと考えられる項目についてデフォルト値化するとともに、入力項目を主な仕様のみ入力す
ることにより、入力項目数を削減することを通じて評価方法を簡素化する。

■モデル建物法と簡易評価方法との入力項目の比較（外皮、空調熱源の例）
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共同住宅の省エネ性能評価方法の簡素化①

○ 現行制度では、住戸単位で外皮基準への適合を求めているが、住棟の全住戸の平均で外皮基準への適
合を判断する方法を追加する。その場合の基準は、全ての住戸が住戸単位の外皮基準を満たしている
住棟が有する外皮性能と同等の水準とする。

○ 現行制度では、一次エネルギー消費量の算定において、全住戸と共用部とを合計した値で基準への適
合を判断しているが、共用部を含めず、全住戸のみの合計値で基準への適合を判断する方法を追加す
る。

■全住戸の平均による外皮性能の評価（UA値の例）

（現行の評価方法）

各住戸のUA値が全て0.87以下（6地域の場合）

（新たに追加される評価方法）

住戸部のみで
一次エネルギー消費量を評価

共用部住戸部 ＋

共用部住戸部

301号室

UA ≦ 0.87
302号室

UA ≦ 0.87
303号室

UA ≦ 0.87

201号室

UA ≦ 0.87
202号室

UA ≦ 0.87
203号室

UA ≦ 0.87

101号室

UA ≦ 0.87
102号室

UA ≦ 0.87
103号室

UA ≦ 0.87

■住戸部のみによる一次エネルギー消費量の評価

（現行の評価方法）

住戸部と共用部の合計で
一次エネルギー消費量を評価

（新たに追加される評価）

全住戸の平均のUA値が0.75以下（6地域の場合）

301号室 302号室 303号室

201号室 202号室 203号室

101号室 102号室 103号室

全住戸の平均のUA値 ≦ 0.75
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共同住宅の省エネ性能評価方法の簡素化②

○ 現行制度では、住戸ごとに外皮性能、一次エネルギー消費量を計算する必要があるが、各フロアの住
戸面積・住戸数・外壁の主な仕様・設備の主な仕様などの基本情報から、各フロアの住戸を単純化し
た上でフロアごとの省エネ性能を評価できる簡易な計算方法を導入する。

4階フロア面積 120m2

3階フロア面積 240m2

2階フロア面積 360m2

1階フロア面積 360m2

120m2

60m2 60m2

60m2 60m2

60m2 60m2

60m2 60m2

60m2 60m2 60m2 60m2

120m2

120m2

120m2×1戸

60m2×6戸

72m2×5戸

80m2×3戸

各フロアの面積と住戸数から
各フロアの住戸を単純化

（現行の評価方法）

（新たに追加される評価方法）

＜評価対象の共同住宅＞

各住戸について外皮性能や
一次エネルギー消費量を計算

各住戸の
・床面積
・外皮面積
・各部位の熱貫流率
・各設備の仕様 等
から、住戸ごとに外皮性能と一次エネル
ギー消費量を算出。

その上で住棟全体での一次エネルギー消費
量を算出し、省エネ基準への適合を判断。

単純化した住戸について
・住棟全体の外壁等の熱貫流率
・各フロアの各設備の仕様

（最も不利なもの） 等
から、住棟全体の外皮性能と一
次エネルギー消費量を算出し、
省エネ基準への適合を判断。
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８地域の外皮基準の見直し

○ ８地域（沖縄県等）の外皮基準について、外付けブラインド設置の木造住宅を前提とした現行の基準
について、８地域の住宅の実態を踏まえ、外付けブラインドなしのＲＣ造を前提とした基準に見直す。

■外皮基準算定上の構造及び標準仕様モデル
＜現行（ηAC=3.2）＞

構造 天井 壁 床 窓
開口部比率

（窓）

木造
GW10K-
100mm

無断熱 無断熱
アルミサッシ
単板ガラス

＋外付ブラインド
9.3%

＜見直し後（ηAC=6.7）＞

構造 天井 壁 床 窓
開口部比率

（窓）

RC造
XPS-

25mm
無断熱 無断熱

アルミサッシ
単板ガラス

＋外付ブラインド
13.0%※

※㈱現代計画研究所調査（2013年）を元に国土交通省において推計

地域
外付ブラインドの

合計出荷量※1

［セット］（A）

戸建・長屋・共同
住宅の着工戸数※2

［戸］ （B）

外付ブライドの
戸当たり設置割合

（A／B）

北海道 21 37,062 0.1%

東北 8,193 59,920 13.7%

関東甲信越 27,438 404,712 6. 8%

中部北陸 17,545 125,741 14.0%

関西 7,490 136,197 5.5%

中四国 6,938 71,098 9.8%

九州 13,171 94,681 13.9%

沖縄 495 16,985 2.9%

※1：大手サッシメーカー3社にヒアリングした外付ブラインド等の出荷量(2017年度)の合計
※2：2017年度住宅着工統計(戸建・長屋・共同住宅)

■地域別の外付けブラインド等の普及状況

63.2%

30.8%

5.5%

0.5%

戸建 RC造

戸建 木造

戸建 S造

戸建 その他

出典：平成29年度 建築着工統計調査

■沖縄県における戸建住宅の構造種別
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気候風土適応住宅の省エネ基準の合理化

■気候風土適応住宅に対する基準

（外皮基準）
適用除外

（一次エネルギー消費量基準）
一般的な住宅で導入されている設備（標準設備）の採
用により基準を満たせる水準に基準値を合理化

■気候風土適応住宅の要件

気候風土適応住宅の要件として、地域の気候及び風土
に応じた特徴を備えていることにより外皮基準への適合
が困難な仕様を告示に定める。

所管行政庁は、気候風土適応住宅の対象とする仕様を
追加することや強化することにより、各地域の気候や風
土に応じた要件を設定することができる。

＜告示に定める仕様＞

イ 外壁の過半が両面を真壁造とした土塗壁であるもの

ロ 外壁が両面を真壁造とした落とし込み板壁であるもの

ハ 次の⑴及び⑵に該当するもの

⑴ 外壁について、次のいずれかの仕様であるもの

(ⅰ) 片面を真壁造とした土塗壁であるもの

(ⅱ) 片面を真壁造とした落とし込み板壁であるもの

(ⅲ) 過半が両面を真壁造とした落とし込み板壁であるもの

⑵ 屋根、床、窓について、次のいずれかの仕様であるもの

(ⅰ) 屋根が化粧野地天井であるもの

(ⅱ) 床が板張りであるもの

(ⅲ) 窓の過半が地場製作の木製建具であるもの

土塗壁 落とし込み板壁

○ 説明義務制度の創設に伴い規制対象となる小規模住宅について、届出義務制度と同様に、省エネ基準
への適合が困難な場合がある伝統的構法を用いた住宅など、地域の気候及び風土に応じた住宅に該当
する場合に省エネ基準を合理化する。
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地域区分の見直し

○ 最新の外気温等のデータ※を各地域の標高の影響を加味して補正した値に基づき、地域区分の見直し
を行う。その際、旧市町村区域に対して設定している現行の地域区分について、市町村の意見を踏ま
えた上で、現状の市町村区域単位で地域区分を設定する。
※（現行）1981年～1995年の外気温等のデータにより設定→（見直し後）1981年～2010年の外気温等のデータにより設定

■見直し後の地域区分＜イメージ>

10

：アメダス観測地点

Ａ市

B町

C村

５地域

６地域
６地域

：本庁舎所在地

2,200度日

1,800度日

1,900度日

地域
区分

暖房度日

1 4,500度日以上

2 3,500度日以上4,500度日未満

3 3,000度日以上3,500度日未満

4 2,500度日以上3,000度日未満

5 2,000度日以上2,500度日未満

6 1,500度日以上2,000度日未満

7 1,500度日以上1,500度日未満

8 1,500度日以上1,500度日未満

■現行の地域区分の設定＜イメージ>

・平成11年度の省エネ基準の改正時において、市町村の
本庁舎の暖房度日により、市町村単位（3,227市町村）
で地域を区分。



他の建築物から供給される熱等の評価方法の合理化

Ｃ棟

Ｂ棟

電力 熱

Ａ棟
Ａ棟

Ｃ棟

Ａ
棟

Ｂ
棟

Ｃ
棟

地域冷暖房、
ＣＧＳ等

Ｂ棟

電力 熱

複数建築物の性能向上計画認定

（現行の評価方法）

Ｂ棟、Ｃ棟がＡ棟から供給される熱は、計画値に一次
エネルギー換算係数1.36を乗じて得られるエネルギー量
として評価される。

（見直し後の評価方法）

複数建築物の性能向上計画認定を受ける場合、Ｂ
棟、Ｃ棟がＡ棟から供給される熱は、計画値に基づい
たエネルギー量として評価される。

○ 他の建築物から供給される熱や電力について、複数建築物の性能向上計画認定を受ける場合には、計
画値に基づき評価できることとする。
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省エネ性能
高い低い

省エネ基準9割をカバーする
省エネ性能の

水準

指示等の
対象

著しく省エネ性
能の低い水準

省エネ基準

〈対象住宅のイメージ〉

省エネ性能

ⅰ省エネ基準に適合しない全ての住宅を対象に
基準適合に向けた再検討の指導・助言等を実施

ⅱ著しく省エネ性能の低い住宅※を対象に
計画変更の指示を実施

省エネ性能
高い低い

省エネ基準

指示等の
対象

〈対象住宅のイメージ〉

省エネ性能

※ 例えば、地域別に全体の
90%程度が満たす水準

届出義務制度に係る指示・命令のガイドラインの策定

12

所管行政庁における取組事例等を踏まえ、以下の指示等の対象とする住宅や指示等の内容の考え方等を盛り
込む予定。

高い低い

指示等
の対象

省エネ基準

指導・助言
等の対象

高い低い

○ 所管行政庁による省エネ基準に適合しない新築等の計画に対する指示等を促進するため、改正建築物
省エネ法による届出義務制度の審査手続の合理化と併せて、指示等の対象とする住宅や指示等の内容
の考え方についてガイドラインを策定。



今後のスケジュール
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2019.5 2019.11 2020.4.1 2020.10 2021.4

建築環境部会 11/8 建築環境部会

住宅トップランナー制度 公布 施行

注文戸建住宅・賃貸アパートの基準 公布・施行

届出制度に係る審査手続の合理化 公布 施行

共同住宅の省エネ評価方法の簡素化 公布・施行

複数棟に対する性能向上計画認定制度 公布 施行

他の建築物から供給される熱等の評価の合理化 公布・施行

説明義務制度 公布 施行

戸建住宅の簡易な評価方法の追加 公布・施行

気候風土適応住宅に対する省エネ基準の合理化 公布 施行

地域区分関連

８地域の外皮基準の見直し 公布 施行

地域区分の見直し 公布・施行 経過措置 完全施行

説明会（予定）
概要説明会

＜全国47回＞
詳細説明会

＜全国210回＞
詳細説明会

＜全国430回＞（想定）
詳細説明会
＜未定＞※

※２年目施行後の2021年度においても、一定規模の説明会を開催予定



2. 令和2年度予算概算要求



環境ストック活用推進事業の全体像 令和2年度概算要求額
環境ストック活用推進事業

11,442,488千円 【非公共】

① サステナブル建築物等先導事業

省エネ・省ＣＯ２や木造化、気候風土に応じた建築技術・工夫等による低炭素化、健康、災害
時の継続性、少子化対策、防犯対策、建物の長寿命化等に係る住宅・建築物のリーディング
プロジェクトに対する支援 ＊気候風土適応型を拡充

【主な補助対象】 先導的な技術に係る建築構造等の整備費、効果の検証等に要する費用 等

② 既存建築物省エネ化推進事業

エネルギー消費量が一定割合以上削減される建築物の省エネ改修及び併せて実施するバリ
アフリー改修に対する支援及び一定規模以上の既存住宅・建築物の省エネ診断・表示に対
する支援

【主な補助対象】 省エネ改修工事に要する費用、バリアフリー改修工事に要する費用 等

【補助率】 １／３等 【限度額】 建築物：5,000万円／件（省エネ改修工事と併せて、バリアフリー改修を行う場合は7,500万円／件）

<省CO2化のイメージ>

帰宅困難者
受け入れゾーン

地中熱

エネルギー
ディスプレイ

隣接する建築物

■個々の建築物で既に導入
されている技術である
BEMSやコージェネレー
ションを建物間で融通し、
CEMSや電力・熱の融通
を実現

■一括受電設備・非常用発
電機能付きコージェネ

■地中熱等、複数の熱源
群の最適制御

■BCP・LCPの拠点の整備

電力・熱の融通

【補助率】 １／２等

③ 省エネ街区形成事業

エネルギー供給を最適化するエネルギーマネジメントシステムの導入等を通じた複数建築物におけるエネルギーの面的利用により、街区全体として高い
省エネ性能を実現し、当該技術の普及啓発に寄与するプロジェクトに対する支援

【主な補助対象】エネルギー供給設備・エネルギーマネジメントシステム等の省エネ関連施等整備費、効果の検証等に要する費用 等
【補助率】１／２

④ 部分改修・部分ZEH改修モデル実証事業 ⑤ 住宅情報提供サイトとの連携による省エネ性能表示普及促進事業

部分省エネ改修・部分ＺＥＨ改修のモデル構築に向けて、検証・試行
のフィールドおよび有識者等による技術的な検証を行う体制を提供
し、民間事業者等による実証・普及の取組みを支援

住宅情報提供サイトにおける適切な省エネ表示のあり方についてガイドラ
インを整備し、これに準拠した光熱費情報を掲載するインターウェースの
構築・普及を行う事業に対し支援

【主な補助対象】評価方法・改修モデルの検討・普及に要する費用
実証・検証住宅の改修経費等 等

【補助率】定額

【主な補助対象】住宅情報提供サイト上の光熱費情報掲載インターフェースの
構築・普及に要する経費

【補助率】定額 上限1000万円／開発 等

○ 省エネ・省ＣＯ２や木造化、気候風土に応じた住宅の建築技術・工夫等による低炭素化、健康、災害時の継続性、少子化対
策、防犯対策、建物の長寿命化等に係る住宅・建築物のリーディングプロジェクトや既存建築物の省エネ化等に対し支援を
行い、その成果の波及等を通じて住宅・建築物の省エネ化を推進する。

＊新たに創設 ＊新たに創設
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3. 令和2年度国土交通省税制改正要望



認定低炭素住宅に係る特例措置の延長（登録免許税）

高い省エネ性能を有する住宅の普及を促進し、パリ協定を踏まえた地球温暖化対策計画に掲げられた目標を着実に達成するた
め、認定低炭素住宅に係る登録免許税の特例措置の適用期限を２年延長する。

施策の背景

要望の概要

要 望

○パリ協定を踏まえ、家庭部門（住宅分野）のCO２排出量を2013年度比約40％削減す
る目標（2030年度）を掲げている（我が国全体では26％削減）。

○一方、2017年度の家庭部門のCO２排出量は2013年度比10.7％の減少にとどまる。

※平成30年度の認定戸数は5,828戸

登録免許税

税率を一般住宅特例より引き下げ

 所有権保存登記： 0.1％

（本則0.4％、一般住宅特例0.15％）

 所有権移転登記： 0.1％

（本則2％、一般住宅特例0.3％）

特例措置の内容

外壁断熱
100mm

南窓の軒
ひさし

天井断熱
180mm

床断熱
100mm

東西窓の
日除け

常時換気
システム

窓は複層ガラス
（可能なら断熱

サッシ）連続する
防湿気密層

暖冷房はエア
コン

等太陽光発電パネル 高効率給湯器

《認定低炭素住宅のイメージ（戸建て）》

建築物省エネ法の省エネルギー基準に比べ、一次エ
ネルギー消費量（家電等のエネルギー消費量を除く）
が△１０％以上となること（※）

＋
省エネルギー性に関する基準では考慮されない、低炭
素化に資する措置等のうち、一定以上を講じていること
（ＨＥＭＳの設置、壁面緑化など）

住宅の省エネ化等を促進するための措置として、
所管行政庁による省エネ性能等の認定制度を推進

※建築物省エネ法に基づく省エネルギー基準と同等
以上の断熱性能を確保することを要件とする。

都市の低炭素化の促進に関する法律（低炭素住宅の認定部分）

必須項目

選択的項目

低炭素認定住宅等を、新築又は取得した場合の税制優遇措置や、中小工務店に対する技術支援等を行
い、他の住宅への波及効果による既存住宅も含めた低炭素認定住宅等の普及を促進する。

地球温暖化対策計画（平成28年５月閣議決定）

目標の達成には、新築住宅における省エネ基準適合の推進に加え、より高度な
省エネ性能を有する低炭素住宅の普及促進が不可欠

現行の措置を２年間（令和２年４月１日～
令和４年３月31日）延長する。

【パリ協定を踏まえたエネルギー削減量の目標】
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認定長期優良住宅に係る特例措置の延長（登録免許税・不動産取得税・固定資産税）

耐久性等に優れた良質な住宅の普及を促進するため、認定長期優良住宅に係る登録免許税、不動産取得税、固定資産税の特
例措置を２年間延長する。

施策の背景

要望の概要

特例措置の内容

認定の状況

耐震性、断熱性、耐久性等に優れ、適切な維持保全が
確保される長期優良住宅の普及を促進

○人口・世帯減少社会の到来
○環境問題や資源・エネルギー問題の深刻化 平成30年度の認定戸数は109,386戸

新築着工住宅全体に占める割合は11.5％

目標

「新築住宅における認定長期優良住宅の割合」
20％（令和７年度）

【住生活基本計画（平成28年３月閣議決定）】

税率を一般住宅特例より
引き下げ

所有権保存登記：0.1％
（本則0.4％、一般住宅特例0.15％）

所有権移転登記：戸建て：0.2％
マンション：0.1％

（本則：2％、一般住宅特例0.3％）

課税標準からの控除額を一般住宅特例
より増額

一般住宅特例1,200万円→1,300万円

一般住宅特例（1/2減額）の適用期間を
延長

戸建て：３年→５年
マンション：５年→７年

現行の措置を２年間（令和２年４月１日～令和４年３月31日）延長する。

【登録免許税】 【不動産取得税】

【固定資産税】

数世代にわたり住宅の構造躯
体が使用できること

劣化対策

《長期優良住宅認定基準のイメージ（新築・戸建て）》

必要な断熱性能等の省
エネルギー性能が確保
されていること

省エネ性

免震建築物であること 又は
耐震等級２であること 等

耐震性

定期的な点検・補修等に
関する計画が策定されて
いること

計画的な維持管理

75㎡以上 かつ 一つの
階が40㎡以上（地域の
実情により増減可）

住戸面積

内装・設備の清掃・点検・補修・更新を容易に
行うために必要な措置が講じられていること

維持管理・更新の容易性
良好な景観の形成等に配
慮されたものであること

居住環境要 望

良質な住宅が建築され、長期にわたり良好な状態で使用するため、
耐久性、耐震性、維持保全容易性、可変性等を備えた住宅を認定

長期優良住宅の普及の促進に関する法律

住宅が資産として次の世代に承継されていく新たな流れを創出
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既存住宅の耐震化・バリアフリー化・省エネ化・長寿命化を進め、住宅ストックの性能向上を図るため、住宅リフォーム（耐震・
バリアフリー・省エネ・長期優良住宅化リフォーム）をした場合の特例措置を２年間延長する。

既存住宅の耐震・バリアフリー・省エネ・長期優良住宅化リフォームに係る特例措置の延長
（固定資産税）

※ 耐震改修又は省エネ改修を行った住宅が認定長期優良住宅に

該当することとなった場合

(*)  特に重要な避難路として自治体が指定する道路の沿道にある

住宅について、耐震改修をした場合は２年間１／２減額、耐震

改修をして認定長期優良住宅に該当することとなった場合は翌

年度２／３減額、翌々年度１／２減額

工事翌年(*)の固定資産税の一定割合を減額

減額割合 適用期限

耐震 １／２減額

R２.３.31
ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ １／３減額

省エネ １／３減額

長期優良住宅化※ ２／３減額

施策の背景

要望の概要

特例措置の内容

住生活基本計画（平成28年３月閣議決定）

○耐震化リフォームによる耐震性の向上、長期優良住宅

化リフォームによる耐久性等の向上、省エネリフォーム

による省エネ性の向上と適切な維持管理の促進

○住宅のバリアフリー化やヒートショック対策を推進

 我が国の住宅ストックは戸数的には充足。既存住宅活用型市場への転換が重要

 既存住宅活用型市場の柱である、住宅リフォーム市場規模は伸び悩んでいる現状

リフォームにより住宅ストックの性能を高めるとともに、リフォーム市場を活性化することが必要

【固定資産税】

要 望

現行の措置を２年間（令和２年４月１日～令和４年３月31日）延長する。

共同住宅
（外付けフレーム
補強）

耐震リフォームのイメージ 省エネリフォームのイメージ

複層ガラス複層ガラス複層ガラス

高断熱窓に取替え

バリアフリーリフォームのイメージ

戸建住宅
（筋交いの設置等）

洗面所入口の拡幅工事

・壁を一部解体し、出入口を拡幅
・段差解消

長期優良住宅化リフォームの認定基準

➁ 省エネルギー性の確保

➀ 耐震性の確保

➃ 維持管理・更新の容易
性の確保

（木造戸建住宅の場合）

➂ 劣化対策
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